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2) 拙稿，公営住宅政策刀形成と住宅経軒の発展 1919年住宅語法を中心として r経済論
叢」第138巻第3・4号， 1986年9・10月。
3) National House Building Committee. Retort on the Present position in the Building 
Industry，即時 regardto carrying out 0/ a iull Housing Pr曜日mme，having particular 
reference拘 themeans of providing on adequate supply o[ labour and materils. Cmd 
2104， 1921. 
4) 委員長は建築業雇用主全国連盟の W.H. NichoIls，副委員長は建築喋職人全国連盟の T.Bar. 
E阻，委員は雇用主側からIB人，職人側から14人であった。







































































出所) Connor， L.R.， Urban Housing in England and Wales， }ournalol the Royal 
Statistical SocielY， Part 1， 1936， p.15九
原資料 LocalTaxation RetuIns， as summarized by Ministry of H 田1th. Sixteenth 
An:nual RepoTt 0/ Ministry 0/ Hcalth， 19叫 35CCmd. 1978)， p. 314-315 



























ベンキ職人 1 :10. F!fiO 
配世斗 36.860 
合計 429，120






























工，へンキ職人，配管工，ガスI，6，870ん一般封劇者25，500人である。 Ibid.，p. 13 















あろうJ(p. 22)。そして資材製造業の復興を保証するために. ， 1回の継続と
資材を必要とする地域に関して早めに情報が与えられるべきでありJ(p. 34)， 
また「保健省ほ，ユーザーと資材製造業者の聞の必要な調整が確立される上う





























体的には a 貸家であること， b 地方当局の同意なくして又貸ししないこ












12) Ministry of Hea1th， "f-lo山 ingCFinancial Prot1uions). Memorandum Explαining Finan 
"α1 Resolution， Cmd. 2151， 1目4
13) lbid.， p. 3.以下j 本文中に引用ペ ジ数のみ記す。
























































年間6司 γ ドかかり， これらを週あたりに換算すると 123.5d となるo R. L. Reiss，引eNew 




労働者用住宅供給システムの生成過程 (621) 119 
Wheatley氏の法案なのであるJ(p. 29)。しかし，建築コストが仮に 5%上昇
して525ポンドになると，補助金付きでも家賃は週 15s となる。一般に借家人
を援護する方法としては， (1) 補助金の増額， (2) 住宅水準の低下(風呂なL.，
部屋数削減)， (3) 建築コストの引き下げ(一戸あたり 25ポンド安価になれば
週家賃は Is下がる)，但)借家人の所得を引き上げる，という凶つ (p.3めが
ある。 Wheatleyは(1)を好み， (2)は拒否し， (3)は試みず，科)は自らの権限外と
している。そのように断定する論拠を Barn尉は次の三点に求める。すなわち，

















17) 1919年の住宅マニュアルでは， パ ラー なし三寝室住宅の広きを900平方ブィ-f， パー ラー
付きを10加平方フィ ト"lていたが， 1923年fi'宅法では620ないし950平方フィー ト， 23年かb
3年の平均で750""850平方フィー トであった。 J.B. Cullingworth， Housing and Local Govern-




























y ド上昇Lただけで， (これは一戸500ポソドとすると 5%にすぎない)，週あ




















Lord Eustace Percy 1"大臣は建築業の性質を誤って把握している。J1Q)OMa.ster-
man iかつて，月ラムの小住宅を建てた小規模な投機的建築業者を大巨はなぜ
18) Wheatley保健相は次のように発言した。 r海外の利潤を求めて流出する資金を住宅建築に必
要な資材。陸全な生産に引き込まねばならないoJHouse 01 CG開 nonsdeba山s，Hansard vol 
175， 1924. c. 97ー なお，全国的な投資機構を創設して，資本輸出の統制や私的投資の統制にあた
るという構想については，次白文献を参照されたし、。 E.A. Radice The State and Investment， 
in G. D. H. Cole (eo'.). Studies in Capital and Investment， 1934 





という問題である。例えば， E. D. Siffionは次のように発言している。「戦前
住宅と同一の設備でも家賃が高い地域がある。マンチェスターの場合，戦前住
宅の7邑%が二寝室であり，現在， 市当局は三寝室住宅を建てている。 500ポν
ドのコストとすると， 利子率を 5%として経済的家賃は週 13s となる。 しか












引き下げられるJ(Vol. 176， c.744)0 E. D. Simon， r週家賃 9s.9d のうち，
3s. 3dが土地，資材，労働へ，また 6s.6dが貨幣供給者に流れることになる」




850平方フィートであると言明したのを受けて， Edmand Harveyは， rそれで
はうさぎ小屋だ。地方当局の代表として述べるが，我々はもし可能であればよ
り大きな住宅を建てたL、J(Vol. 176， c.451) と述べ， Thomsonは， rチェソ
労働者用住宅供給システムり生成過程 (625) 123 
パレン法では非常に限定されたサイズの住宅を供給し， この15年計画で犬臣
が永続させているのは， 500平方フィートの悲惨な住宅であるJ(Vol. 176， c 
1660) と述べた。
第六に，巨額の財政負担を軽減するために公営住宅を払い下げる問題である。
例えば， N， Chamberlain r地方当局には住宅売却のかなりの誘因があるであ
ろう。というのは， もし売却すれば， 40年間の残りの期間，一戸あたり年4ポ




ば， Sir George MeCraeは， r労働力と資材供給増加に関する言及が法案に
はない。労働力供給が増去ないかぎり追加性宅を津てられない。補助金の単な
る増額は住宅コストを引き上げるだけであろう。本委員会で議論されてきたよ
うに， 15年計聞は保証された性質のものではないJ(Vol. 176， c.917-920)。
第八に，選挙の公正を損なうので，地方当局が選挙民の大家になることは危
険であるという点。例えば， Samuel Robertsの発言 (Vol.176， c.1646)。





































20) 円 ラ なL標準住宅の入札価格は， 1921年3月には838ポンドまで達し， 23年1月には371ポ
シドに落ちついた。 S.Polard， The De凹 lopment01 lhe British Economy， 1962， p.256 
21) 前掲:fi1l高!第V節参照。

























22) 地方当局の資本投資の原資は，公共事業融資庁 (PWLB)7J' G <D融資であるが， PWLBには，







































を500ポ γ ドに抑制するために， 住宅の質はあまり重視されないこと。 さらにJ
そのような小型の住宅は大家族には不向きであることなどである Q
小論は，主に1924年体宅法令めぐる労働者用住宅供給システムの構想の意義
と問題点を検討してきたが. 1920年代の公営住宅の実態と 1930年代のスラムク
リアランスと持家ブームの分析は残された課題としている。
